
 

●行動計画 

 従業員が仕事と子育てを両立させることができ、従業員全員が働きやすい環境をつく

ることによって、全ての従業員がその能力を十分に発揮できるようにするため、次の

ような行動計画を策定する。 

１ 計画期間 平成２７年４月１日～令和２年３月３１日 

２ 行動計画の内容 

① 計画期間内に、「出産休暇（妻が出産するとき）」の取得可能日数を現行の２日 

以内から、５日以内に拡大し、取得を促進する。 

② 計画期間内の育児休業等取得状況を次の水準とする。 

    男性従業員‥１人以上取得する。 女性従業員‥取得率を９０％以上とする。 

  ③ 計画期間内に、「ノー残業デー」を導入し、時間外労働の削減を図る。 

 

 

●行動計画の取組内容 

① 出産休暇（妻が出産するとき）の取得日数を５日に拡大し、支店長会議や 

 四半期毎の「次世代ニュース」などで制度の周知を行い、取得の奨励を行 

 った。 

② 計画期間内に、男性従業員７３人、出産した女性従業員の１００％が育児 

休業を取得した。 

③ 平成２７年９月から「ノー残業デー」を実施。「ノー残業デーカレンダー」 

を作成し、推進・徹底を図り、令和元年度の月平均時間外労働時間数は、 

計画期間前と比べ１３％の削減となった。 

 

株式会社大光銀行 

子育てサポート企業として認定 

―次世代育成支援対策推進法に基づく「プラチナくるみん」マークを取得－ 

県内第８号！！ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社大光銀行 

所 在 地：長岡市 

事業内容：金融業 

労働者数：１，３６６人 
 

 



 

１．雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定し 

たこと。 

２．行動計画の計画期間が、2年以上 5年以下であること。 

３．策定した行動計画を実施し、計画に定めた目標を達成したこと。 

４．策定・変更した行動計画について、公表および労働者への周知を適切に行っていること。 

５．計画期間において、男性労働者のうち育児休業等を取得した者の割合が 13％以上であること。 

または男性労働者のうち育児休業等を取得した者および企業独自の育児を目的とした休暇制度

を利用した者の割合が、合わせて 30％以上であり、かつ、育児休業等を取得した者が 1人以上い

ること。 

 ＜労働者が 300 人以下の企業の特例＞ 

   上記 5. を満たさない場合でも、①～④のいずれかに該当すれば基準を満たす。 

①計画期間内に、子の看護休暇を取得した男性労働者がいる。（1歳に満たない子のために利用した場合を除く） 

   ②計画期間内に、中学校卒業前の子を育てる労働者に対する所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者が

いる。 

   ③計画期間とその開始前一定期間（最長 3 年間）を合わせて計算したときに、男性の育児休業等取得率が 13％

以上である。 

   ④計画期間において、小学校就学前の子を養育する男性労働者がいない場合、中学校卒業前の子または小学校

就学前の孫について、企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した男性労働者がいる。 

６．計画期間において、女性労働者の育児休業等取得率が、75％以上であること。 

  ＜労働者が 300 人以下の企業の特例＞ 

   上記 6. を満たさない場合でも、計画期間とその開始前の一定期間（最長 3年間）を合わせて計算したときに、

女性の育児休業等取得率が 75％以上であれば基準を満たす。 

７．3歳から小学校就学前の子を育てる労働者について、「育児休業に関する制度、所定 

外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置又は始業時刻変更等の措置に準ずる制度」

を講じていること。 

８．次の①と②のいずれも満たしていること。 

   ①フルタイムの労働者等の法定時間外・法定休日労働時間の平均が各月 45時間未満。 

   ②月平均の法定時間外労働 60時間以上の労働者がいないこと。 

９．次の①～③をすべて実施しており、①または②のうち、少なくともいずれか一方について、定量

的な目標を定めて実施し、その目標を達成したこと。 

   ① 所定外労働の削減のための措置 

   ② 年次有給休暇の取得の促進のための措置 

   ③その他の働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置 

10．次の（１）または（２）のいずれかを満たしていること。 

（１）子を出産した女性労働者のうち、子の１歳誕生日まで継続して在職している者の割合が 90％以

上であること。 

（２）子を出産した女性労働者および子を出産する予定であったが退職した女性労働者の合計数のう

ち、子の１歳誕生日まで継続して在職している者の割合が 55％以上であること。 

   ＜労働者が 300 人以下の企業の特例＞ 

上記 10．を満たさない場合でも、計画期間とその開始前の一定期間（最長 3年間）を合わせて計算しときに、

上記の（１）が 90％以上または（２）が 55％以上であれば、基準を満たします。 

11．育児休業等をし、または育児休業を行う女性労働者が就業を継続し、活躍できるような能力の向

上またはキャリア形成の支援のための取組にかかる計画を策定し、実施していること。 

12．法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラチナくるみん認定

基準 

 

  


